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母子保健事業の推進に関することについて、要配慮個人情報を

取り扱うこと、個人情報を本人以外のものから収集すること及

び本人以外のものから収集することに伴う本人通知の省略、目

的外に利用させること及び目的外に利用させることに伴う本人

通知の省略並びにコンピュータ処理について（答申） 

 

  ２０２２年（令和４年）１２月２８日付けで諮問（第１１７６号）された

母子保健事業の推進に関することについて要配慮個人情報を取り扱うこと、

個人情報を本人以外のものから収集すること及び本人以外のものから収集

することに伴う本人通知の省略、目的外に利用させること及び目的外に利用

させることに伴う本人通知の省略並びにコンピュータ処理について、次のと

おり答申します。 

 

 

１ 審議会の結論 

(1) 藤沢市個人情報の保護に関する条例(平成１５年藤沢市条例第７号。以

下「条例」という。)第８条第２項第２号の規定による要配慮個人情報を

取り扱う必要性があると認められる。 

(2) 条例第１０条第２項第５号及び条例第１２条第４項の規定によ

る個人情報を本人以外のものから収集する必要性及び目的外に利

用する必要性があると認められる。  

(3) 条例第１０条第５項ただし書及び第１２条第５項ただし書の規

定による個人情報を本人以外のものから収集することに伴う本人

通知の省略及び目的外に利用させることに伴う本人通知を省略す

る合理的理由があると認められる。  

(4) 条例第１８条の規定によるコンピュータ処理を行うことは適当

であると認められる。  

 

２ 実施機関の説明要旨 



  実施機関の説明を総合すると、本事務の実施に当たり、要配慮個人情報

を取り扱う必要性、必要な個人情報を本人以外のものから収集する必要性

及び本人以外のものから収集することに伴う本人通知を省略する合理的

理由、目的外に利用する必要性及び目的外に利用することに伴う本人通知

を省略する合理的理由並びにコンピュータ処理をする必要性は次のとお

りである。 

(1) 諮問に至った経過 

２０２２年（令和４年）１０月２８日に閣議決定された「物価高克服、

経済再生実現のための総合経済対策」においては「少子化対策・子ども

子育て世代への支援」として、「すべての妊婦、子育て世代への支援の充

実」が謳われ、核家族化が進み、地域のつながりも希薄となる中、孤立

感や不安感を抱く妊婦・子育て家庭も少なくないことから、全ての妊婦・

子育て家庭が安心して出産・子育てができる環境の整備を目的に、各市

区町村が新たに実施する事業のための交付金（出産・子育て応援交付金）

の創設が示された。 

当該総合経済対策のため、１２月２日に国の第二次補正予算が成立し

たことを受け、本市は当該交付金を活用し、国が求める新たな事業とし

て、妊娠期から子育て期までの一貫した「伴走型相談支援」の充実を図

るとともに、現金給付による「経済的支援」を一体的に実施する。 

国は、２０２３年（令和５年）１月１日以降、これらの支援を早期に

対象者に届けることを目指すとしているが、その開始時期については、

各市区町村の判断によるとしている。 

本市では、体調がすぐれない等移動に困難を抱える妊産婦の負担軽減、

手続きの簡素化及び市の業務の効率化を図るためにクラウドシステム

（kintone（サイボウズ社））を導入し、面談予約、面談の実施、給付金

の申請受付をオンラインで行うことを検討している。 

オンラインシステムの稼働については、段階的に進めることとしてお

り、給付金の案内通知、オンライン面談の予約を１月下旬から、オンラ

イン面談を２月から予定している。 

本市の給付金支給に係る事務を迅速かつ的確に実施するため、①藤沢

市個人情報の保護に関する条例第８条第２項に基づき、健康づくり課で

保有している要配慮個人情報を取り扱うことについて、②同条例第１０

条第４項に基づき、当該個人情報を本人以外のものから収集することに

ついて、③同条例第１０条第５項に基づき、本人以外のものから収集す

ることに伴う本人通知を省略することについて、④同条例第１２条第４

項に基づき、健康づくり課で保有している個人情報を登録事務の目的外

の目的のために利用させることについて、⑤同条例第１２条第５項に基

づき、目的外に利用させることに伴う本人通知を省略することについて、



また、オンラインによる面談予約、面談実施及び給付金の申請受付の業

務を実施するため、⑥同条例第１８条に基づき、当該クラウドシステム

の活用に係るコンピュータ処理を行うことについて、藤沢市個人情報保

護制度運営審議会に諮問するもの。 

(2) 対象手続 

今回の国による出産・子育て応援交付金を活用し、本市が実施する事

業は、伴走型相談支援の充実と現金給付の２つとなる。（いずれの事務

も担当課は健康医療部健康づくり課） 

ア 伴走型相談支援の充実  

本市では現在、妊娠期から子育て期にかけて妊娠届出時や産後の

乳児家庭全戸訪問事業（ハローベビィ訪問）、乳幼児健診などのタイ

ミングに合わせた相談支援を実施している。 

国は、妊婦・子育て家庭の孤立化を防ぎ、出産・育児の見通しを

立てられるようにするため、妊娠初期、妊娠後期（妊娠８カ月時）、

出生時の計３回、面談を実施（部分的にはアンケート実施の代替を

可能とする）するよう求めていることから、本市としては、当該既

存事業に新規要素を組み合わせ、面談の機会を増やす取組とするも

の。 

具体的な内容は次のとおり。 

(ｱ)  妊娠初期  

妊娠初期については、現在も妊娠届出時に北保健センター、

南保健センター、子育て給付課の３箇所で実施している面談

を活用する。  

妊婦は、新たに構築するオンライン面談予約システム（別

紙システム構成図における（Ａ  kanameto（トランスコスモ

スオンラインコミュニケーション社  ラインアカウントを使

用））によって面談日を予約し、妊娠届出書及びアンケート

をオンラインによる提出（別紙システム構成図（Ｂ  フォー

ムブリッジでの提出））を可能とし、kintone により情報を管

理する。（オンラインによる手続きをしない者に関しては、

別途電話等での対応を図る。）  

面談は、基本的には妊婦が来庁し、対面による面談とし、

妊婦の状況によってはオンライン面談も可能とする。  

市保健師等の専門職（以下、市専門相談員という）は妊婦

の不安に寄り添い、面談用ガイド（（仮称）はぐくみプラン  

別紙システム構成図（Ｃ  kintone 上で管理））を用いて、妊

婦が出産までの見通しを立てられるようサポートを行う。  

(ｲ)  妊娠後期（妊娠８カ月時）  



国は、妊娠後期について、アンケートの実施を求めている。

（面談は必須ではない。）  

妊娠後期については、本市の既存事業に、その位置づけが

ないことから、市は妊婦に対し、新たに妊娠７カ月時にメー

ル等により、電子申請でアンケート（別紙システム構成図（Ｄ  

ｋ mailer（トヨクモ社）のメールによるプッシュ通知及びフ

ォームブリッジ（トヨクモ社）でのアンケート回答）を実施

する。  

市は、当該アンケートにより個々の課題などを把握するが、

フォローが必要と判断される妊婦については、別途面談を行

う。  

また、当該アンケートにおいて、面談を希望する旨を回答

した妊婦は自身でオンライン面談予約システム（Ａ）によっ

て面談日を予約し、別途面談を行う。  

(ｳ)  出生後  

出生後については、オンラインによる出生連絡票提出（別紙シ

ステム構成図（Ｅ フォームブリッジでの提出））を可能とし、

kintone により情報を管理する。 

出生後の面談については、現在も行っているハローベビィ訪問

を活用した面談とする。 

ハローベビィ訪問については、従来と同様、市専門相談員によ

り電話での訪問日の調整を行うため、オンラインによる予約は実

施しない。 

イ 経済的支援  

２０２２年（令和４年）４月１日以降に出産された全ての方を対象

に、妊娠届出時と出生届出後に、それぞれ５万円相当の給付（出産応

援ギフト、子育て応援ギフト）をする。 

国は、産後ケア・一時預かりなどのサービス利用料助成や、出産育

児関連用品等のクーポン支給、現金支給も含めた幅広い支給形態を示

しており、本市は早期に事業を開始し支給する観点から、現金での支

給をするもの 

経済的支援の具体的内容は次のとおり。 

(ｱ)  ２０２３年（令和５年）２月以降に妊娠届出書を提出する

場合  

妊娠届出時に行う面談において、市専門相談員が終了時に

５万円の現金給付に係る申請手続きを案内する。（原則とし

て、面談を実施したことを条件に支給。）  

申請手続きは原則オンラインでの実施（別紙システム構成



図（Ｆフォームブリッジでの申請））とする。（オンライン

による手続きをしない者に関しては、別途書面での対応を図

る。）  

(ｲ)  ２０２３年（令和５年）２月以降に出生届出書を提出する

場合  

出生後のハローベビィ訪問における面談において、市専門

相談員が終了時に５万円の現金給付に係る申請手続きを案内

する。（原則として面談を実施したことを条件に支給。）  

申請手続きは原則オンラインでの実施（別紙システム構成

図（Ｇフォームブリッジでの申請））とする。（オンライン

による手続きをしない者に関しては、別途書面での対応を図

る。）  

(ｳ)  ２０２２年（令和４年）４月１日から２０２３年（令和５

年）１月までに出産した方及び２０２２年（令和４年）５月か

ら２０２３年（令和５年）１月までに妊娠届を提出し、出産し

ていない方の遡り支給  

経済的支援は、令和４年４月１日以降に生まれた者を対象に遡

っての支給。 

２０２３年（令和５年）１月までに出産を終えた者、同１月ま

でに妊娠届出書を提出した者については、面談を支給条件とせず、

原則オンラインによるアンケート兼申請（別紙システム構成図（Ｆ）

及び（Ｇ））の手続きにより支給をする。（オンラインによる手続き

をしない者に関しては、別途書面での対応を図る。） 

(3) 要配慮個人情報を取り扱うことについて 

配偶者からの暴力を理由に避難し、配偶者等と生計を別にしている者

（申請者からの申し出が必要）の住所、氏名、生年月日、申出日。また、

当該配偶者等と生計を別にしている者の子の住所、氏名、生年月日。 

以上の情報については、国全体で行われるこの給付事業を公平に実施

するためには、給付要件に関するこれらの情報が必要不可欠であるため、

取扱を行うもの。 

(4) 個人情報を目的外の目的のために利用させ、本人以外のものから収集

する個人情報の項目 

ア 項目 

経済的支援に係る給付金の支給対象者（妊婦、子の養育者）及び子

に係る個人情報（住所、氏名、生年月日、世帯番号、続柄、妊娠届出

書提出日、出産予定日、子の出生年月日、住民となった日、転入前住

所地、住民でなくなった日、転出後住所地、死亡日） 

イ 所管課 



健康づくり課 

(5) 個人情報を目的外の目的のために利用させ、本人以外のものから収集

する必要性について 

経済的支援（妊娠届出時の５万円の給付（出産応援ギフト）と出生届

出後の５万円の給付（子育て応援ギフト））に関しては、制度開始時に

第２項（２）ウに掲げる支給件数（約８，０００件の振込み）が集中す

るため、一定期間内に本人から情報を収集することは、時間・労力・費

用を費やすこととなり、事業の目的達成が困難になる。 

本業務を迅速に遂行するために、目的外の目的のために利用させ、本

人以外のものから収集するほかに方法がないため、個人情報を目的外の

目的のために利用させ、本人以外から収集する必要がある。 

(6) 個人情報を目的外の目的のために利用させることに伴う本人通知の省

略及び本人以外のものから収集することに伴う本人通知の省略について 

経済的支援に関しては、制度開始時に第２項（２）ウに掲げる支給件

数（約８，０００件の振込み）が集中する。通知すべき相手が多数で、

通知する費用や事務量が過分に必要となり、本市の事務処理に著しい支

障が生じることから、個別の通知は省略したい。 

なお、目的外の目的のために利用させることに伴う本人通知の省略及

び本人以外のものから収集することに伴う本人通知の省略については、

広報等で周知を図ることとする。 

(7) コンピュータ処理を行う必要性 

オンライン面談の実施に関しては、体調がすぐれない等移動に困

難を抱える妊産婦の負担軽減を図るほか、市の業務効率化を図るこ

とができる。  

また、経済的支援に関し、第２項（２）ウに掲げるようなアンケ

ート回答をもって支給対象とする件数者（約８，０００件の振込み）

が制度開始時に集中するほか、１年あたり妊娠届出・出生届出を合

わせ約６，４００件の処理を今後継続していく必要から、オンライ

ンによる手続きを導入し、多くの情報を迅速かつ正確に処理するこ

とにより円滑な事業運営を行うため、コンピュータ処理を行う必要

がある。  

(8) コンピュータ処理を行うシステム及び個人情報について 

以下の、アからキのシステムにおいてコンピュータ処理を行う。

全体の構成図は別紙「システム構成図」のとおり。  

ア  妊産婦マスタ  

(ｱ) 使用するシステム 

kintone  

(ｲ) 取り扱う個人情報 



妊産婦氏名 

妊産婦生年月日 

妊産婦死亡日 

妊産婦住所 

母子手帳番号 

出産予定日 

メールアドレス 

子出生年月日 

子死亡日 

住民となった日 

転入前住所地 

住民でなくなった日 

転出後住所地 

イ  妊娠届出書及びアンケートの事前送信  

(ｱ) 使用するシステム 

kmailer 

フォームブリッジ 

kintone 

(ｲ) 取り扱う個人情報 

妊婦氏名 

妊婦住所 

妊婦生年月日 

性病・結核検査の有無 

現在かかっている病気・既往歴 

妊娠に伴う状況に関するアンケート 

ウ  オンライン面談予約システム  

(ｱ) 使用するシステム 

kanameto 

(ｲ) 取り扱う個人情報 

予約者氏名 

生年月日 

電話番号 

希望する面談形式 

エ  妊娠後期（妊娠８カ月時）アンケート  

(ｱ) 使用するシステム 

kmailer 

フォームブリッジ 

kintone 



(ｲ) 取り扱う個人情報 

妊婦氏名 

妊婦生年月日 

出産予定病院 

里帰り出産予定の有無 

里帰り出産における住所地 

妊娠後期の妊産婦支援に必要なアンケート 

オ  出産応援給付金申請及び子育て応援給付金申請  

(ｱ) 使用するシステム 

フォームブリッジ 

kintone 

(ｲ) 取り扱う個人情報 

申請者氏名 

申請者生年月日 

申請者住所 

振込先金融機関情報 

母子健康手帳の写し 

電話連絡先 

カ  面談用ガイド（（仮称）はぐくみプラン）  

(ｱ) 使用するシステム 

kintone 

(ｲ) 取り扱う個人情報 

妊産婦氏名 

妊娠・出産時のやることリスト 

妊娠・出産時に受けられるサービス 

キ  出生連絡票  

(ｱ) 使用するシステム 

kintone 

フォームブリッジ 

(ｲ) 取り扱う個人情報 

産婦氏名 

産婦生年月日 

産婦住所 

母子手帳番号 

メールアドレス 

子出生年月日 

出産病院 

帰省先 



母子の健康状態 

出産に伴う状況に関するアンケート 

(9) 安全対策 

ア  kintone の安全対策 

(ｱ) データ保存先 

kintone については、サイボウズ株式会社が管理するデータセン

ターにおいて運用されており、データセンターは国内に設置されて

いる。 

(ｲ) 通信方式 

通信方式はＳＳＬ／ＴＬＳ（ＴＬＳ1.2 以上）による暗号化通信

に対応している。 

(ｳ) 契約形態 

利用規約に同意し、サービス利用契約を行う。 

(ｴ) 通信方式 

契約終了後、データの確実な廃棄を行う。（暗号化廃棄を含む） 

(ｵ) データ保存先 

kintone については、ISMAP を取得している。 

イ  kanameto の安全対策 

(ｱ) データ保存先 

kanameto については、trasncosmos online communication 株式

会社により運営されており、データセンターは ISMAP を取得してい

る Google Cloud Platform を採用している。 

(ｲ) 通信方式 

ＳＳＬ／ＴＬＳ（ＴＬＳ1.2 以上）による暗号化通信に対応して

いる。 

(ｳ) 契約形態 

販売代理店であるトランス・コスモス株式とサービス利用契約

を行っている。 

(ｴ) データの消去 

契約終了後、データの確実な廃棄を行う。（暗号化廃棄を含む） 

(ｵ) 認証 

kanameto については、ISO/IEC 27017:2015 を取得している。 

ウ フォームブリッジ及び kMailer の安全対策 

(ｱ) データセンター 

フォームブリッジ及び kMailer については、株式会社トヨクモに

おいて運用されており、データセンターは ISMAP を取得している A

mazon Web Service を採用している。 

(ｲ) 通信方式 



ＳＳＬ／ＴＬＳ（ＴＬＳ1.2 以上）による暗号化通信に対応して

いる。 

(ｳ) 契約形態 

利用規約に同意し、サービス利用契約を行う。 

(ｴ) データの消去 

契約終了後、データの確実な廃棄を行う。（暗号化廃棄を含む）

なお、送信履歴等は kintone 及び当市メールサーバーに保存され、

kMailer には保存されない。 

(ｵ) 認証 

トヨクモ株式会社は ISO/IEC 27001:2013 JIS Q 27001:2014 を

取得している。 

エ 本市の安全対策 

(ｱ) 本事業に当たる職員に 1 人１ＩＤを発行し、不正な持ち出し、

改ざん、破壊、紛失、漏えい等が行われないよう管理を徹底する。 

(ｲ) パスワードについても定期的に更新するようシステムで制御す

る。 

(ｳ) 特定のＩＰアドレスからのアクセス又はクライアント証明書を

インストールした端末のみからアクセスを可能とし、意図しない端

末からのアクセスを遮断する。 

(ｴ) 運用については、藤沢市情報セキュリティポリシーを遵守し、

個人情報の保護及び安全管理に努める。 

(10) 実施時期（予定） 

２０２３年（令和５年）１月１３日 

(11) 提出資料 

ア システム構成図 

イ cybozu.com サービス(kintone)利用規約 

ウ cybozu.com サービス(kintone)セキュリティチェックシート 

エ 藤沢市ＬＩＮＥ公式アカウント情報配信等システム(kanameto)に係

るサービス利用契約書 

オ トヨクモサービス規約 

カ トクモサービスセキュリティチェックシート 

キ ２０２２年１１月９日付厚労省事務連絡 

ク 個人情報事務取扱届出書 

 

３ 審議会の判断理由 

    当審議会は、次に述べる理由により、審議会の結論(1)から(5)までのと

おりの判断をするものである。 

(1) 要配慮個人情報を取り扱うことについて 



実施機関は要配慮個人情報を取り扱う必要性について、次のように述

べている。 

配偶者からの暴力を理由に避難し、配偶者等と生計を別にしている者

（申請者からの申し出が必要）の住所、氏名、生年月日、申出日。また、

当該配偶者等と生計を別にしている者の子の住所、氏名、生年月日。 

以上の情報については、国全体で行われるこの給付事業を公平に実施

するためには、給付要件に関するこれらの情報が必要不可欠であるため、

取扱を行うもの。 

以上のことから判断すると、実施機関は要配慮個人情報を取り扱う必

要性があると認められる。 

(2) 個人情報を本人以外のものから収集する必要性及び目的外に利用する

必要性 

実施機関は個人情報を本人以外のものから収集する必要性及び目的外

に利用する必要性について、次のように述べている。 

経済的支援（妊娠届出時の５万円の給付（出産応援ギフト）と出生届

出後の５万円の給付（子育て応援ギフト））に関しては、制度開始時に

第２項（２）ウに掲げる支給件数（約８，０００件の振込み）が集中す

るため、一定期間内に本人から情報を収集することは、時間・労力・費

用を費やすこととなり、事業の目的達成が困難になる。本業務を迅速に

遂行するために、目的外の目的のために利用させ、本人以外のものから

収集するほかに方法がないため、個人情報を目的外の目的のために利用

させ、本人以外から収集する必要がある。 

以上のことから判断すると、個人情報を本人以外のものから収集する

必要性及び目的外に利用する必要性があると認められる。 

(3) 個人情報を本人以外のものから収集することに伴う本人通知の

省略及び目的外に利用することに伴う本人通知の省略について  

実施機関では個人情報を本人以外のものから収集することに伴う

本人通知の省略及び目的外に利用することに伴う本人通知の省略

について、次のように述べている。  

経済的支援に関しては、制度開始時に支給件数（約８，０００件の振

込み）が集中する。通知すべき相手が多数で、通知する費用や事務量が

過分に必要となり、本市の事務処理に著しい支障が生じることから、個

別の通知は省略したい。 

以上のことから判断すると、個人情報を本人以外のものから収集する

ことに伴う本人通知の省略及び目的外に利用することに伴う本人

通知を省略する合理的理由があると認められる。  

(4) コンピュータ処理を行うことについて 

ア コンピュータ処理を行う必要性について 



実施機関は、コンピュータ処理を行う必要性について次のように述

べている。 

オンライン面談の実施に関しては、体調がすぐれない等移動に困難

を抱える妊産婦の負担軽減を図るほか、市の業務効率化を図ることが

できる。 

また、経済的支援に関し、アンケート回答をもって支給対象とする

件数者（約８，０００件の振込み）が制度開始時に集中するほか、１

年あたり妊娠届出・出生届出を合わせ約６，４００件の処理を今後継

続していく必要から、オンラインによる手続きを導入し、多くの情報

を迅速かつ正確に処理することにより円滑な事業運営を行うため、コ

ンピュータ処理を行う必要がある。 

以上のことから判断すると、コンピュータ処理を行う必要性がある

と認められる。 

イ 安全対策について 

実施機関が「２ 実施機関の説明要旨」(9)のアからエにおいて示

す安全対策は次のとおりである。 

(ｱ) kintone の安全対策 

ａ 利用後にデータを確実に消去するための措置 

ア(ｴ) 

ｂ 実施機関が受託者の安全対策を確認できるようにするための 

措置 

ア(ｲ)、ア(ｳ) 

ｃ 日常的な安全対策 

ア(ｱ) 

ｄ 実施機関が受託者の安全対策を確認できるようにするための 

措置 

ア(ｵ) 

(ｲ) kanameto の安全対策 

ａ 利用後にデータを確実に消去するための措置 

イ(ｴ) 

ｂ 実施機関が受託業者の安全対策を確認できるようにするため 

の措置 

イ(ｱ)、イ(ｲ)、イ(ｳ)、イ(ｵ) 

(ｳ) フォームブリッジ及び kMailer の安全対策 

ａ 実施機関が受託業者の安全対策を確認できるようにするため 

の措置 

ウ(ｱ)、ウ(ｲ)、ウ(ｳ)、ウ(ｵ) 

ｂ 利用後にデータを確実に消去するための措置 



ウ(ｴ) 

(ｴ) 本市の安全対策 

ａ 必要最小限の担当者以外の者がデータにアクセスできないよ

うにするための措置 

エ(ｱ)、エ(ｲ)、エ(ｳ)、 

ｂ 日常的な安全対策 

エ(ｴ) 

以上のことから判断すると、安全対策上の措置が施されていると認

められる。 

以上に述べたところにより、コンピュータ処理を行うことは適当であ

ると認められる。 

なお、受託者の安全対策の万全性について、本市において確認する方

法を検討することを要望する。 

 

                             以  上 


